
（平成２２年１２月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認島根地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



島根厚生年金 事案479 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和17年９月１日に労働者年金保険被保険者の資格

を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認めら

れ、かつ、申立人のＡ社（昭和18年10月１日にＢ社とＣ社とが合併して設

立された会社。その後、組織改編等を経て、現在は、Ｂ社とＤ社に分離）

における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、18年12月30日であったと

認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及

び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、50円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和17年９月１日から18年12月30日まで 

昭和17年９月から18年12月までの間、Ｅ市区町村にあったＡ社Ｆ支所

（昭和18年10月１日の合併以前は、Ｂ社支所。）に勤務していた。しかし、

その間の、厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和17年９月１日からＡ社Ｆ支所に勤務していたが、18年12

月ごろに、所長から同社Ｆ支所の閉鎖を告げられた上、現在のＧ市区町村

Ｈに所在した当時の下宿先が疎開道路建設のため取り壊されることになっ

たため、同年12月29日に同社Ｆ支所を退社し、帰郷した。」と供述している

ところ、Ｂ社及びＡ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿におい

て厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚の供述から、申立期間当

時、Ａ社Ｆ支所が実在していたことが確認できる。 

また、Ｇ市区町村疎開状況図に基づくＧ市区町村Ｈの回答から、昭和18

年から19年初めまでの期間において現在の同市区町村Ｈ内で疎開道路の建

設があったことが確認できることなどから、申立人の申立期間当時の記憶

は信憑
ぴょう

性が高く、申立人は申立期間においてＡ社Ｆ支所に勤務していたこ

とが認められる。 



さらに、厚生年金保険手帳記号番号払出簿、労働者年金保険被保険者台

帳索引票、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及びＡ社に係る健康保険

労働者年金保険被保険者名簿から、申立人の旧姓と同姓同名で生年月日が

一致し、基礎年金番号に統合されていない厚生年金保険の被保険者記録（資

格取得日は昭和17年９月１日、資格喪失日欄が空欄）が確認できる。 

加えて、前述の被保険者名簿から、申立人が名前を挙げた同僚について

昭和17年11月１日から24年12月１日までの期間に係る厚生年金保険の被保

険者記録が確認できることなどから、前述の基礎年金番号に統合されてい

ない厚生年金保険の被保険者記録は申立人の記録に相違ないと判断できる。 

また、前述の被保険者名簿に記載された申立人を含む多数の者について、

資格喪失日に係る記載が無いことが確認できるところ、前述の、退職に係

る申立人の具体的な申立内容、同僚の供述及びＧ市区町村Ｈの回答などか

ら、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は昭和18年

12月30日であると認められる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和17年９月１日に

厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行った

ことが認められるとともに、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者

資格の喪失日は18年12月30日とすることが妥当である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、今回統合する申立人のＡ社

に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿及び申立人に係る厚生年金保

険被保険者台帳（旧台帳）の記録から、50円とすることが妥当である。 



島根厚生年金 事案 480 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、農林漁業団体職員共済組合員として掛金を農林

漁業団体により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日   ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48年６月 15日から 49年７月 16日まで 

昭和 48年６月 15日から 49年７月 15日までの間、Ａ組合（現在は、Ｂ組合）

に勤務していた。当時一緒に勤務していた同僚は、農林漁業団体職員共済組合

に係る被保険者記録が有る。私の記録が無いことに納得できないので、申立期

間を同共済組合の組合員期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び申立期間当時の同僚の供述から、申立人は、申立

期間において、Ａ組合に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、申立人は正職員であった旨を主張しているところ、農林漁業団

体職員共済組合から提出された資格関係データプリントにおいて、申立期間当時、

農林漁業団体職員共済組合の組合員であったことが確認できる者を含む３人の同

僚はいずれも、「申立人は、臨時職員であったと思う。」と供述している上、Ｂ

組合は、「当時の従業員は正職員だけではなく、様々な採用区分があった。臨時

職員やパート、季節的業務や短期間勤務の場合は、共済組合に加入させていない

ことがある。保存期限の経過等により申立期間当時の関係書類が無いため詳細は

不明であるが、申立人が正職員であったならば、農林漁業団体職員共済組合への

加入手続が行われているはずであり、当時の同僚等も申立人を記憶しているはず

であるが、組合員記録も無く、当時の同僚等も申立人を記憶していないことから、

申立人は、有期雇用の臨時職員であったと考えられる。」と回答していることか

ら、Ａ組合は、当時、必ずしもすべての従業員までは農林漁業団体職員共済組合

に加入させていない状況がうかがえる。 

また、申立人は、Ｃ学校を卒業した後、Ａ組合に採用された者ではない旨を供

述しているところ、農林漁業団体職員共済組合から提出された資格関係データプ

リントから、Ｃ学校を卒業した後にＡ組合に採用されたとしている同僚二人は、

いずれも採用されたと供述する時期と農林漁業団体職員共済の組合員資格の取得

日が一致していることが確認できる一方、Ｃ学校の卒業者ではなかったとする複

数の同僚については、いずれも臨時職員として採用され、一定期間経過後に身分



が正職員となった旨を供述している上、農林漁業団体職員共済組合から提出され

た資格関係データプリントから、当該複数の同僚が採用されたと供述する時期と

農林漁業団体職員共済の組合員資格の取得日が一致していないことが確認できる

ことから、申立期間当時、Ａ組合は、農林漁業団体職員共済組合に加入させた場

合であっても、必ずしも採用（入組）と同時に農林漁業団体職員共済組合に加入

させていない状況がうかがえる。 

このほか、申立人が申立期間において農林漁業団体職員共済組合に係る掛金を

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い上、掛金の

控除を推認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が農林漁業団体職員共済組合員として申立期間の掛金を農林漁業団体により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



島根厚生年金 事案 481（事案 428の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、全ての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和25年４月頃から同年10月頃まで 

② 昭和25年10月頃から同年12月25日まで 

③ 昭和26年４月24日から同年８月８日まで 

④ 昭和26年８月９日から同年10月１日まで 

⑤ 昭和28年４月頃から同年11月頃まで 

⑥ 昭和28年11月頃から同年12月頃まで 

    昭和 25年４月頃から 38年 12月までの期間において、Ａ社の各出張所（申立

期間①及び⑥はＡ社Ｂ出張所、申立期間②は同社Ｃ出張所、申立期間③は同社

Ｄ出張所、申立期間④は同社Ｅ出張所、申立期間⑤は同社Ｆ出張所）において、

Ｇ職としてＨ業務に従事していた。 

全ての申立期間について、当時の複数の同僚が私の勤務実態について供述し

ている上、備忘録、同僚等と一緒に撮影した集合写真及び、Ａ社などが私の実

家宛てに送付した郵便物を保管しており、同社の各出張所で勤務していたこと

は間違いない。 

今回の再申立てに当たり、昭和 25年の夏（申立期間①当時）にＡ社Ｂ出張所

の社員旅行で撮影した集合写真、及び撮影時期や撮影場所は不明であるが、作

業場所を撮影した写真を提出する。 

また、申立期間①及び⑥において勤務していたＡ社Ｂ出張所は、特に同社本

社とのつながりの深い現地出張所であったため、同社Ｂ出張所に勤務していた

従業員は、同社本社において厚生年金保険に加入していたと思う。 

全ての申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

全ての申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立期間①及び⑥に係るＡ社Ｂ

出張所は、昭和 25年 11月 26日から 26年６月１日までの期間において厚生年金

保険の適用事業所となっており、両申立期間においては厚生年金保険の適用事業

所でなかったことが確認できる上、申立期間②から⑤までの期間に係るＡ社の各

出張所は、当該期間当時から現在までの期間において、厚生年金保険の適用事業



所でなかったことが確認できること、ⅱ）申立期間③当時において、Ａ社Ｄ出張

所で撮影されたとする集合写真に写っており、氏名が特定できた同僚 18人のうち、

同社本社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、同社本社の採用である

ことがうかがえる３人は、申立期間③において、厚生年金保険の被保険者記録が

確認できるところ、残る 15人は、申立期間③における厚生年金保険の被保険者記

録が無いこと、ⅲ）Ａ社は、「全ての申立期間について、当時の資料は保管してお

らず、詳細は不明だが、当時、当社の各出張所の現場従業員は、各出張所で採用

し、厚生年金保険の加入についても各出張所で手続を行っており、厚生年金保険

に加入させていない従業員もいた。」と回答しているところ、申立人が、同郷出身

で一緒の班に所属し、同社の各出張所において一緒に移動していたとして名前を

挙げた複数の同僚についても、前述の同社本社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿に氏名が確認できないことなどから、全ての申立期間当時、同社は、必

ずしも全ての従業員までは、厚生年金保険に加入させていない状況がうかがえる

こと、ⅳ）Ａ社本社及び同社各出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

に、全ての申立期間において申立人の氏名は確認できず、健康保険の整理番号に

欠番も認められないことから、申立人に係る厚生年金保険の被保険者記録の欠落

をうかがわせる事情も見当たらないことなどから、申立人は、全ての申立期間に

ついて、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできないとして、既に当委員会の決定に基づき、平

成 22年８月 10日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

今回、申立人が提出した昭和 25年の夏にＡ社Ｂ出張所の社員旅行で撮影された

とする集合写真から、勤務期間の特定はできないものの、申立人が同社Ｂ出張所

に勤務していたことは推認できる一方、当該写真から、申立人が申立期間①にお

いて厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事情はうかがえない

上、申立人が新たに提出した、当該写真以外の写真については、撮影時期及び撮

影場所も特定できない。 

また、申立人は、「申立期間①及び⑥当時、Ａ社Ｂ出張所は、特に同社本社との

つながりの深い現地出張所であり、同社Ｂ出張所に勤務していた従業員は、同社

本社において厚生年金保険に加入していたと思う。」と新たに主張しているところ、

申立人及び申立人と同様に、Ａ社の各出張所において勤務していたと供述してい

る同僚は、「当時、出張所ごとに会計担当者がいた。」と供述している上、前述の

同僚とは別の同僚は、「私や申立人は、現地採用の従業員としてＡ社に入社してお

り、厚生年金保険には現地ごとに加入していた。」と供述しているところ、同社本

社及び同社各出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

の記録は無く、また、当該同僚が供述する勤務期間のうち、複数の勤務期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者記録が確認できないことなどから、全ての申立期

間当時、同社の各出張所における労務管理は出張所ごとに行われており、厚生年

金保険の加入手続等も、出張所ごとに行われていたことがうかがえる。 

このほか、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として全ての申立期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



島根厚生年金 事案 482 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険 

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年 10月１日から 31年５月１日まで 

昭和 26年８月１日から 54年８月１日までＡ事業所に継続して勤務した。

その間給与から厚生年金保険料が控除されていたと記憶しているが、申立

期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立期間の前後に

おいて厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚の供述から、申

立人が申立期間において同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、厚生年金保険適用事業所名簿から、Ａ事業所が厚生年金保

険の適用事業所に該当することとなったのは昭和 26年８月１日であることが

確認できるところ、前述の被保険者名簿において、同日に厚生年金保険被保

険者の資格を取得した６人（申立人を含む。）全員が申立期間の始期である同

年 10 月１日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失しており、申立期間当時、

同社において厚生年金保険の被保険者はいなかったことが確認できる。 

また、厚生年金保険適用事業所名簿から、Ａ事業所は、申立期間の終期で

ある昭和 31年５月１日に、当初とは別の事業所整理記号により厚生年金保険

の適用事業所となっていることが確認できる。 

さらに、Ａ事業所において、昭和 26 年 10 月１日に厚生年金保険被保険者

の資格を喪失した６人のうち３人は、申立期間の大半の期間において、申立

てに係る事業所の事業主が経営する別の事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿に厚生年金保険の被保険者記録が有ることが確認できる。 

加えて、Ａ事業所の事業主は、「申立期間当時の資料は廃棄済であり、当時

の事業主であった先代の社長も故人となっている上、古くから当社に在籍し

ている従業員に確認したが、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の控除

の状況は不明である。当社は、私が家業を継いだ昭和 31年５月から厚生年金

保険に加入したと記憶しており、申立期間当時は厚生年金保険料を従業員の



給与から控除していなかったと思う。」と供述している。 

また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和

26年８月１日から同年10月１日までの期間に厚生年金保険の被保険者記録が

確認できる被保険者５人のうち４人は故人又は所在不明となっており、連絡

先が確認できた一人からも申立人の保険料控除について供述を得ることがで

きない。 

さらに、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立期間直後の昭和 31年５月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得してい

る８人の被保険者のうち６人は故人又は所在不明であり、回答のあった一人

も、「申立人のことは記憶しているが、申立人に係る申立期間の厚生年金保険

料の控除等については、分からない。」と供述している上、残る一人からも供

述を得ることができないことから、申立期間に係る申立人の厚生年金保険料

の控除の状況等について、関連資料及び供述を得ることができない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い上、保険料控

除を推認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、前述の、申立てに係る事業所の事業主が経営する別の事業所に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人の氏名は無い。 



島根厚生年金 事案 483 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10年７月１日から 11年 11月 30日まで 

申立期間当時のＡ社に係る標準報酬月額は、社会保険庁（当時）の記録

では、平成11年３月10日付けで、10年７月１日に遡って、50万円から15万

円に変更されている。当該変更手続を当時代表取締役であった私は承諾し

ていない。 

申立期間に係る標準報酬月額の記録に納得できないので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録から、申立期間のうち、平成 10 年７月から 11 年２月まで

の標準報酬月額については、当初、50万円と記録されていたところ、同年３

月 10日付けで、申立期間の始期である 10年７月１日に遡って 15万円に引き

下げられていることが確認でき、同日からＡ社が厚生年金保険の適用事業所

に該当しなくなる 11年 11月 30日までの期間における申立人の標準報酬月額

が 15万円と記録されていることも確認できる。 

しかしながら、Ａ社の閉鎖登記簿謄本及び申立人の供述から、申立人は、

当該標準報酬月額の変更届が提出された当時のＡ社の代表取締役であったこ

とが確認できる。 

また、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きる者は、「Ａ社の経理関係及び社会保険関係の事務手続は、代表取締役で

あった申立人が行っていた。」と供述している上、同社の社会保険関係事務

を受託していたとする社会保険労務士は、「申立人に係る平成 10年７月から

11 年２月までの標準報酬月額が 11 年３月 10 日付けで 10 年７月に遡って変

更されていた事実については、申立人に係る標準報酬月額の 11 年 10 月１日

付けの定時決定の際に初めて申立人から知らされた。標準報酬月額の変更届

を提出する際には、事業主による賃金台帳等の資料の確認や、会社印の押印

等が必要であり、事業主の同意を得ることなく、社会保険労務士が無断で届

出を行うことはあり得ない。」と供述しているところ、当該社会保険労務士



の事務所が保管する「労働者名簿・社会保険兼用被保険者台帳」に、申立人

の申立期間に係る標準報酬月額の変更（50 万円から 15 万円への変更）の届

出について、申立人が自身で手続を行った旨が記載されていることが確認で

きることなどから、申立人は、Ａ社の代表取締役として、標準報酬月額の減

額訂正に関与していなかったとは考え難い。 

これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

仮に、申立人は、申立てのとおり、その主張する標準報酬月額（50万円）に

基づく厚生年金保険料を給与から控除されていたと認めることができたとし

ても、Ａ社の業務を執行する責任を負っている代表取締役として、自らの標

準報酬月額に係る減額処理に関与しながら、その処理が有効なものでないと

主張することは信義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額に

係る記録の訂正を認めることはできない。 


